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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

近年、中華人民共和国（以下、「中国」と記す）は急速な経済成長に伴いエネルギー需要が急増して

おり、世界第二位のエネルギー消費国となっている。伸び続ける巨大な中国のエネルギー需要は、グ

ローバルな観点から世界経済の安定的成長、エネルギー安全保障、地球温暖化等の観点から脅威とな

っており、国際的関心が集まっている。中国にとっても、エネルギー需要の過剰な伸びは国家の安定

的な経済成長を阻害するものであり対策が急務になっている。 

中国は以前より省エネルギー法の制定、それに基づく各種細則の制定、世界銀行等の支援を受けた

ESCO市場の拡充等省エネに関して政府として取り組んできた。近年では、中国の「第十一次５ヵ年計

画」においてエネルギー利用率の向上を重要課題と位置づけ、単位GDPのエネルギー消費を「第十次

５ヵ年計画」の末期に比べ約20％削減し、資源節約型社会を構築することを提起している。また、1998

年に制定された省エネルギー法の実効性を高めるため、2007年末発効を目処に全人代主導で省エネル

ギー法改正の作業を進めている。さらに、こうした国家レベルの政策に基づき、ローカルガバメント

のレベルでも省エネルギーに関する具体的な目標が設定され、取り組みが始められている。 

一方、政策を具体化する際の政府・民間の省エネの担い手は十分な省エネ意識や能力を備えている

とは言い難く、法制度は整備されているが十分に機能していない状況にある。特に、全国 200 箇所に

あるといわれる省エネルギーセンターは中国経済の体制改革の深化に伴って、活動経費の不足、人員

構成の老齢化、先進的な省エネ管理の経験と技術知識の欠如、さらに省エネの計測手段と設備の後進

性、及び老朽化等が生じており、既に現実的なニーズに応えることが困難となっている。 

かかる状況下、中国は省エネ最先進国である我が国と同分野における政策対話を強めてきている。

2006 年５月末に実施された日中省エネルギー・環境総合フォーラムでは、我が国経済産業省と中国国

家発展改革委員会の間で合意文書が交わされ、我が国は経済産業省、（財）省エネルギーセンター、

NEDO、JICA 等のもつ各スキームを活用して、中国の省エネ人材育成に協力することとなった。JICA
としてはエネルギー消費量世界第二位の中国における省エネ協力は妥当性の高い協力であることから、

同枠組みのもとで一定の役割を果たすためプロジェクト形成調査を実施することとなった。 

 

＜参考：日中間の省エネ協力に関する最近の動き＞ 

時期 動き 

2005 年～毎月 省エネルギー・新エネルギー国際協力協議会（METI） 

2006 年２月５～11 日 ESCO 活用型省エネルギーに関するプロジェクト研究調査団派遣 

2006 年２月 二階経済産業大臣訪中（METI） 

2006 年３月 JICA 緒方理事長訪中 

2006 年４月７日 日中省エネルギーサービスシンポジウム（NEDO） 

2006 年５月 29～30 日 日中省エネルギー・環境総合フォーラム（METI） 

 

１－２ 調査の目的 

 本調査団は、中国の省エネを取り巻く環境及び国全体での実施能力に関し、社会・組織・個人の各

レベルについて基礎情報・データの収集・分析を行う。また、中国側の日本の支援の必要性、内容等

の詳細について確認を行う。さらに、それらの検討結果をもとに、日本のリソースを勘案しつつ JICA
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としてどのような協力が可能であるかについて中国側と協議を行う。 

 

１－３ 調査団員 

氏 名 担当分野 現 職 派遣期間 

芦野 誠 団長・総括 
国際協力機構経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム チーム長 

June 5, 2006- 
 June 8, 2006 

青柳 仁士 調査企画 
国際協力機構経済開発部第二グループ 

資源・省エネルギーチーム 職員 

June 5, 2006- 
 June 8, 2006 

 

１－４ 調査日程 

順 月日 工 程 

１ ６／５ 月 

10:35 成田発 

13:15 北京着（NH905） 

JICA 中国事務所 

在中国日本大使館 

２ ６／６ 火 

科学技術部 

国家発展改革委員会環境・資源総合利用司[謝助理巡視員] 

国家発展改革委員会・世界銀行・GEF 中国節能促進項目弁公室 

EMCA：Committee of China Energy Conservation Association 

３ ６／７ 水 
中国節能服務協会／中国節能協会 

北京市環境・資源総合利用処節能環保服務中心 

４ ６／８ 木 

国家質量監督検督検疫総局 

NEDO 北京事務所 

14:45 北京発（NH906） 

19:05 成田着 
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第２章 対処方針 
 

２－１ 中国における省エネルギー関連情報収集・分析 

 中国における社会、組織、個人の各レベルの省エネ推進キャパシティ（省エネ推進を行うための能

力）に関する現況、経緯、今後の見込みについて情報収集を行う。また、その中で特に JICA が支援

を行うことが効果的であるキーポイント（キーパーソン、カウンターパートとすべき重要な組織、バ

リアとなっている制度・意識等）について分析を行う。 

 

２－２ 現地日本側関係者との省エネルギー分野の技術協力の方向性について協議 

 現地の JICA 事務所、大使館、NEDO 等の関係機関と中国における今後の省エネ分野の技術協力の

方向性について協議する。国別事業実施計画に基づく援助重点分野、開発課題との位置づけを確認す

る。中国に対しては 2006 年５月末の日中省エネルギー・環境総合フォーラム等で経済産業省等が主導

で省エネ協力の枠組みを検討していることもあり、日本側が一体となって相乗効果を出せるよう十分

な連携を図る。各機関の関係者からプロジェクト形成に必要な情報の収集を行う。 

 

２－３ JICA の省エネルギー分野協力事業の紹介 

 中国側に対し、日本の省エネに関する先進的な政策や技術、及びそれらを活用してこれまで JICA
が実施してきた技術協力プロジェクト、開発調査等の省エネ分野国際協力事業について紹介を行う。

中国に対しての省エネプロジェクトとしては「大連省エネルギー教育センタープロジェクト」「中国鉄

鋼業環境保護技術向上プロジェクト」の実施経験があるため、それらについても言及する。実績を踏

まえたうえで、現在 JICA により実施可能な協力メニューを提示し、中国側の関心のある項目につい

て詳細な説明を行う。 

 

２－４ JICA による新規協力案に関する協議 

 「２－３」の協議の結果、中国側が JICA の協力関係の構築を希望する場合、中国側カウンターパ

ート機関と省エネ協力の具体的な内容について協議を行う。あわせて、要請書の提出等の協力実施に

必要な手続きについて説明する。ただし、協力内容の詳細については合意せず、必要に応じ今後協議

を行ったうえで合意していくこととする。本プロジェクト形成調査では、中国側関係機関と JICA と

の初期の人脈構築に重点をおく。 
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第３章 調査結果 
 

３－１ 団長所感 

（１）研修 

国家発展改革委員会環境・資源総合利用司は、2006 年末までに全人代に省エネルギー法改正

（案）を提出するための省エネルギー法改正・制定に参考となる情報を研修で期待していると思

われる。 

日本における受入れ研修については、経済産業省が研修を実施することとなっている。JICA が

研修を実施することとなると、要望調査票提出、研修要請書取り付けに時間がかかるうえ、経済

産業省が実施する研修との重複を避けるための調整が必要となるため、JICA による研修実施の必

要性は低いと思われる。 

 

（２）セミナー 

提案されたセミナーは、５月 29 日に開催された日中省エネルギー・環境総合フォーラムで国家

発展改革委員会環境・資源総合利用司の質問に十分回答できなかったため、日本の省エネルギー

法改正に関しての多数の質問がなされると考えられる。これらの全質問について十分回答できる

専門家人材は少なくとも 10 名以上（省エネルギーセンター、エネルギー庁、業界団体）は必要と

考える。 

国家発展改革委員会環境・総合利用司の JICA への興味をひきつけるためには、本セミナーを

JICA で実施することは好ましい。 

しかし、提案されたセミナーのために JICA が要請前プロジェクト形成調査として実施するに

は、予算規模から経済産業省技術協力課と協議を要する。また、JICA が短期間のうちに専門家を

リクルートできるかについては困難かと思われる。専門家リクルートについてエネルギー庁の全

面的な支援があるという前提条件ならば実施は可能と思われる。 

 

（３）技術協力（機材、プロジェクト、開発調査） 

JICA の協力・活動内容について国家発展改革委員会環境・資源総合利用司との協議時間が短か

ったこともあり必ずしも十分理解をしなかったためか、調査団が想定していた機材、技術プロジ

ェクトに対する中国側の期待・興味を示さず、また早急に実施してほしいという発言はなかった。 

また、国家発展改革委員会環境・資源総合利用司の発言で、技術協力内容について JICA が作

成すべきとの発言があり、中国側の技術協力に対するオーナーシップは現時点において必ずしも

十分ではないと思われた。中国側が十分 JICA の協力・活動内容について理解したか不安は残る

が、少なくとも国家発展改革委員会環境・総合利用司から要請書作成等について質問があれば支

援をする必要があると思われる。 

 

（４）今後の対応 

国家発展改革委員会への JICA の協力・活動について十分な時間を調整し、説明を行うと同時

に、国家発展改革委員会がオーナーシップを醸成することが必要である。 

今回の調査では中国省エネ関係機関の一部を訪問し情報収集・協議した。協力内容・範囲を検

討するには、さらに関係機関各々の業務内容、人材、財政等について調査、分析を行う必要があ
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る。この分析結果に基づき JICA として協力できるプロジェクトの範囲、カウンターパート機関

等を国家発展改革委員会と協議をしながら絞り込むことが妥当と思われる。具体的には、2006 年

度内に国・課題別事業計画関係費による省エネ関係組織、業務内容、人材、財政、法制度等につ

いて役務提供コンサルタント（１MM）とローカルコンサルタントを使って調査を行うことが考

えられる。 

国家発展改革委員会提案のセミナーについて、予算面、リクルートの点から至急実施の検討を

要する。 

 

（５）対中国への省エネプログラム協力 

第 11 次５ヵ年計画では計画末時点（2010 年）において、GDP 単位当たりのエネルギー消費量

を前５ヵ年計画末時点より 20％引き下げることを目標としている。この目標に沿った JICA の対

中国プログラムの一つとして省エネは重要と考える。 

現在の省エネプログラムにおける実施中または今後想定されるプロジェクトは以下のとおり。 

・鉄鋼環境保護技術向上プロジェクト（実施中） 

・住宅基準省エネプロジェクト（採択済み） 

・省エネ関連法制度・標準化・認証等整備支援プロジェクト（国家質量監督検験検疫総局） 

・エネルギー管理士・診断士養成プロジェクト（未定） 

・エネルギー管理士・診断士登録制度プロジェクト（中国節能協会） 

・民間による省エネルギービジネス（ESCO）調査（国家発展改革委員会・EMCA） 

 

３－２ 主要な省エネルギー関係法制度 

法制度 内容 

『国家第 11 次５ヵ年計画』 省エネ政策を堅持し、エネルギーの供給を保証し、経済の持続

可能な発展を確保し、資源節約型の社会を構築することを提起

している。2010 年における１万元当たりの GDP エネルギー消費

原単位を 2005 年レベルと比較して 20％削減し、汚染物質の発生

も 10％抑える目標が盛り込まれている。 

『省エネルギー技術政策大綱

（省エネ大綱）』 

国家計画委員会、国家経済貿易委員会、国家科学技術委員会に

より 1996 年５月に公布。目標省エネ水準と方途を示すもの。具

体的対策の言及はない。 

『省エネルギー中長期計画』 国家発展改革委員会により 2004 年 11 月 25 日に公布。2020 年ま

で年平均３％省エネ達成の目標を掲げ、具体的な対策としては

「省エネ 10 大重点プロジェクト」等を掲げている。その中には

中国に150～200か所あるといわれる省エネルギーセンターの機

能強化が盛り込まれている。 

『エネルギー法（未成立）』 改革開放以来、一部のエネルギー関連法規が施行されているが、

エネルギー基本法の制定が停滞している。そのため、2005 年の

３月にエネルギー法の起草に取り組み始めている。 

『省エネルギー法』 1997 年 11 月第８会全人代採択、98 年施行。省エネの基本法。

エネルギー管理者制度、省エネラベリング制度の基礎となる条

項が含まれており、日本の省エネルギー法に類似する様々な規

制が書かれている。法律に違反した場合の罰則（罰金、操業停
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止など）も定められており厳しい内容。一方、エネルギー管理

者の設置義務はあるが資格制度はないなど、省エネルギー法の

ブレイクダウンとなる細則の整備が遅れている。また、法律は

あるが実行が伴っていないのが現状。実態的に法律が機能する

ことを目指し、全人代の主導で同法の改正作業が 2007 年末発効

を目処に進行中である。地方省エネ組織、国家と各省の関係、

省エネ管理者制度、監測制度、優遇税制、改善指示、罰則など

の曖昧な規定を明確にして省エネの管理を徹底する方向で検討

されている。地方監測センター強化も盛り込まれる方向である。

『重点エネルギー利用企業省

エネ管理弁法』 

1999 年施行。年間エネルギー消耗量が１万トン以上（省レベル

の企業は 5000-10000）企業を対象にして、発展改革委員会がそ

の省エネ活動を管理監督することを定めている。各省エネルギ

ーセンターが実施する監測の根拠となる法律。省エネルギーに

関する投入の増加を定めたほか、罰則規定、奨励規程もある。

『エネルギー効率標識管理弁

法』 

2005 年３月１日に施行。日本の「販売事業者へのトップランナ

ー危機の省エネルギー性能（消費電力、燃料など）の表示義務」

とほぼ内容的には同様。 

『公共建物省エネ設計基準』 新規、拡充、改築のすべての公共建築に抵抗し、建築物保温性

の向上、供熱、通風、空調設備の能率の改善、照明システムの

能率更新などを通じて、80 年比、エネルギー消費量 50％削減を

目標にしている。 

『電気節約管理方法』 2000 年実施。国家計画委員会が「省エネ法」「電力法」に基づい

て制定し、公表した。電気節約管理、電力需要側管理、電気節

約技術の推進及び奨励規程、罰則規定が定められている。 

その他の細則・基準等 

 

『ルームエアコン COP 限度値及び省エネ測定方法』 

『家庭用冷蔵庫消費電力量の限度値及び省エネ測定方法』 

『運輸車輌エネルギー利用監視方法』 

『運輸船舶エネルギー利用監視評価方法』 

『暖房設備供給建築省エネ検査基準』 

『地区住居建築省エネ設計基準』 

『省エネ製品の政府調達に関する実施意見(2005 年１月 22 日)』

等 

各省・市等のローカル条例等 上記の国家全体の法制度のほかに、それらを受けた形でローカ

ルの法制度が存在する。例えば、国家第 11 次５ヵ年計画を受け

て北京市などでは市の中で省エネ数値目標を設定し、それを達

成するための工場・ビルの省エネ努力義務強化、省エネルギー

センターによる監測強化などの規制がある。上海市では第 10 次

５ヵ年計画の際に建築省エネ活動ステップバイステップ実施計

画表、建築省エネ実施要領等があった。 

 



 

－7－ 

３－３ 主要な省エネルギー関連組織 

組織名 概要 

国家発展改革委員会 

（政府） 

2003 年３月の全人代での国家最高指導部の人事交代と行政組織改革

で、旧国家経済貿易委員会と旧国家発展計画委員会が改組されて設立

された。日本の経済産業省に相当。国務院に所属。省エネに関する主

要な部署は以下のとおり。 

・国家エネルギー指導グループ（トップは温家宝）＞エネルギー指導

グループ弁公室（トップは上級大臣） 

・環境・資源総合利用司：主に需要側のエネルギーに関する事項を所

掌。 

・能源局：主に供給側のエネルギーに関する事項を所掌。電力、石炭

等さらに担当部署が細分化される。 

・気候変化調整委員会：CDM 関係を所掌。 

・世界銀行 GEF 中国エネルギー促進プロジェクト弁公室 

科学技術部 

（政府） 

JICA 協力の中国政府側公式窓口。発展改革委員会と組織的には同列だ

が、実質的にはワンランク下の存在。窓口としてだけではなく、省エ

ネに関しては研究開発、CDM 関連事項等も扱っている。 

商務部 

（政府） 

日中省エネルギー・環境総合フォーラムの際の我が国経済産業省の直

接的なカウンターパート省庁。 

建設部 

（政府） 

日本の国土交通省に相当。省エネに関しては発展改革委員会とは別に

断熱材等の建築基準を通した取り組みを行っている。 

国家質量監督検験検疫

総局 

（政府） 

国務院所属、国家発展改革委員会と同等の政府機関。あらゆる分野に

おける標準策定、認証、計量に関する事項を扱っている。省エネにつ

いては、監測基準、機器性能基準、建築基準等の作成時に国家発展改

革委員会のパートナー機関の一つとして共同作業を行っている。エネ

ルギー管理士、診断士等の資格制度が立ち上がった場合、所掌機関と

なる。 

EMCA Energy 
Management Contract 
Association 
（中央事業単位） 

日本の ESCO 協議会（JAESCO）に相当。政府の政策に対する協力を

行っているが、組織的には政府機関ではなく「事業単位」として独立

採算性になっている。ESCO ビジネスのプロモーション活動を行って

いる。職員数は 10 人程度。174 社の EMC（Energy Management Contract 
Association、合同能源管理。ESCO と同義）が登録しており、EMC 人

材リソースを活用した研修等も行っている。 

能源研究所 

（中央事業単位） 

国家発展改革委員会能源司傘下のエネルギーに関する研究所（事業単

位）。政策提案、法律のドラフト作り、CDM の新しい政策の研究等を

行っている。エネルギー関連の技術者を多く有しており、ノウハウが

ある。 

中国節能協会／中国節

能服務協会／全国節能

計量測定技術服務中心

／全国節能監測管理中

心 

（中央事業単位） 

中国においては唯一全国を所管する省エネルギーセンター。同一組織

で４枚看板となっており、看板別にそれぞれ組織機能が定義されてい

る。国家質量監督検験検疫総局中国計量科学研究院生物・能源・環境

計量科学和測量技術研究所の傘下。民間の工場、ビル等が登録してお

り、会員の助成金によって成り立っている。1984 年に設立、2005 年に

おける人員は正式職員 20 名で、他に臨時職員９名。省エネ技術測定サ

ービスの能力はボイラー・変圧器・モーターなどの単一機器レベルに

限られ、かつその深度は深くない。ボイラー・変圧器・モーターの測
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定機材を保有し、機材の運搬のため小型商用車を保有している。主要

業務は省エネの普及促進であり、例えば中国節能協会として、調査研

究、政策広報、ニュースレター（簡報）発行、省エネ診断サービス、

新製品新技術紹介、研修・セミナー・展覧会開催等を、全国節能監測

管理中心として監測方法の策定と各地の省エネルギーセンターへの周

知、各地の省エネルギーセンターの監測能力の審査等を行っている。

節能環保服務中心／節

能監測中心 

（地方事業単位） 

地方政府（省または市）の管轄下で設置している。中国政府としては、

ウイグル自治区など一部の地域を除いてすべての省に最低１つの省エ

ネルギーセンターを有しているべきとの方針がある。現在は JICA が協

力を行った大連が最も大きく、北京、上海、遼寧、山東等にある。活

動内容は各センターによって異なるが、省エネルギー診断、啓蒙普及

活動等を実施。 

石炭・電気省エネルギー

センター 

（地方事業単位） 

ローカルガバメントの発展改革員会産業発展処傘下の事業単位。詳細

は不明。 

節能監測駅 

（地方事業単位） 

ローカルガバメントの質量技術監督局傘下にある事業単位。ローカル

の各質量技術監督局は国家質量監督検験検疫総局と業務関係がある。

発展改革委員会系とは別の系列。監測に関することを行っていると思

われるが、詳細は不明。各地に 100 箇所近くあるという情報がある。

業界団体 

（民間） 

中国鉄鋼協会、セメント協会などの業界団体の中には、独自に省エネ

努力、研究開発等を行っている団体もある。JICA の鉄鋼環境保護プロ

ジェクトカウンターパート機関である鋼鉄研究総院などは鉄鋼に関す

る省エネ研究開発を行っている。 
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１．日中省エネ・環境総合フォーラムにおける日中間の協力合意事項について 
 
２．日中省エネ・環境総合フォーラムで使用した JICA パンフレット 
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６．中国のエネルギー関連法律について（JICA 中国事務所勉強会資料） 
 
７．議事録集 









プロジェクト名 協力形態 協力期間

タイ王国/省エネルギープロジェクト開発計画調査 開発調査 1982　 -1984

中華人民共和国/工業省エネルギー計画調査 開発調査 1985.10-1986.9

アルゼンチン共和国/工場省エネルギー計画調査 開発調査 1987.12-1989.1

ハンガリー共和国/省エネルギー計画調査 開発調査 1991.7 -1992.8

ブルガリア/省エネルギー計画 開発調査 1992.2 -1994.1

中華人民共和国/大連中国省エネルギー教育センター 技術協力プロジェクト 1992.7 -1997.7

アルゼンチン共和国/工業分野省エネルギー 技術協力プロジェクト 1995.7 -2000.6

イラン・イスラム共和国/エネルギー最適利用計画 開発調査 1995.9 -1997.9

ブルガリア共和国/省エネルギーセンター 技術協力プロジェクト 1995.11-2000.10

トルコ共和国/エネルギー利用合理化計画調査 開発調査 1995.11-1997.2

ポーランド共和国/省エネルギー計画マスタープラン調査 開発調査 1997.3 -1999.1

マレーシア/省エネルギー促進計画調査 開発調査 1998.1 -1999.2

トルコ共和国/省エネルギー　　　　　　　　　　　　　　 技術協力プロジェクト 2000.8 -2005.7

タイ王国/エネルギー管理者訓練センター　　　　　　　　 技術協力プロジェクト 2002.4 -2005.4

中華人民共和国/鉄鋼業環境保護技術向上　　　　　　　　 技術協力プロジェクト 2002.9 -2007.8

イラン・イスラム共和国/省エネルギー推進　　　　　　　 技術協力プロジェクト 2003.3 -2007.2

ポーランド共和国/ポーランド日本省エネルギー技術センター　　 技術協力プロジェクト 2004.7 -2008.6

スリランカ民主社会主義共和国/省エネルギー 技術協力プロジェクト プロジェクト形成中

インドネシア共和国/省エネルギー調査 開発調査 プロジェクト形成中

サウジアラビア王国/省エネルギー調査 開発調査 プロジェクト形成中

研修員受入：

その他：

アルゼンチン、アルバニア、イラン、インド、インドネシア、ウクライナ、ウルグアイ、エストニア、エチオピア、エジプト、オマーン、韓国、カンボジア、
グアテマラ、ケニア、コロンビア、コートジボアール、クロアチア、キューバ、サウジアラビア、スロバキア、セルビアモンテネグロ、シリア、スリランカ、
タイ、タンザニア、チェコ、中国、チュニジア、チリ、トルコ、ドミニカ共和国、バーレーン、バングラデシュ、ハンガリー、バヌアツ、パキスタン、パラグ
アイ、パレスチナ、ブラジル、ブルガリア、フィジー、フィリピン、ベトナム、ベネズエラ、ペルー、ホンジュラス、ポーランド、マレーシア、南アフリカ、
メキシコ、モルドバ、モンゴル、モロッコ、ユーゴスラビア、ヨルダン、ラトビア、リトアニア、ルーマニア

個別専門家派遣（タイ等）、準高級研修員受入（サウジアラビア等）、第三国研修（トルコ→アルバニア、アゼルバイジャン、ボスニア、ブルガリア、グルジ
ア、ハンガリー、イラン、カザフスタン、ポーランド、キルギスタン、マケドニア、パキスタン、ルーマニア、スロベニア、シリア、タジキスタン、トルクメ
ニスタン、ウズベキスタン）、第三国専門家派遣（アルゼンチン→ウルグアイ）、シニア海外ボランティア派遣（トルコ）等

JICA省エネルギー分野
協力実績

イラン省エネルギー推進プロジェクト

中国鉄鋼業環境保護技術向上プロジェクト

ポーランド・日本
省エネルギー技術センタープロジェクト

Administrator
２．日中省エネ・環境総合フォーラムで使用したJICAパンフレット



Ａ．省エネ関連法制度整備支援 Ｄ．エネルギー最終消費者への省エネ啓発普及活動、対話の促進・周旋
包括的な省エネルギーマスタープランの提案 省エネデータベース整備
省エネルギー法体系、政省令、実施細則のドラフト提案 広報ツール（ホームページ、パンフレット等）の作成
エネルギーバランス、将来の需要想定の実施 ｾﾐﾅｰ、ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ、展示会、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、研究会、ﾌｫｰﾗﾑ、ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ等の開催
エネルギー管理者制度の制度設計、人材育成計画設計 省エネ優良事例に対する表彰制度の提案、パイロット的実施
トップランナー方式等による電気製品、建築等の省エネ基準策定 一般市民の省エネ型生活のデザイン、広報
省エネラベリング制度の制度設計、フィージビリティー調査
省エネルギーセンターの制度設計
省エネ財政スキーム（低利融資、税制優遇、補助金等）提案 Ｅ．工場・ビルのエネルギー管理者、エネルギー診断技術者の育成
Building Energy Management System (BEMS)の紹介 本邦でのエネルギー管理、エネルギー診断技術研修の実施
Heat Energy Management System HEMSの紹介 当該国または第三国の省エネセンターを活用したトレーニングの実施
先進的省エネ技術に関する情報提供
省エネデータベースのシステム構築、データ収集・整理

Ｆ．省エネ関連R&D（研究開発）支援
当該国の研究機関が実施中の省エネ関連R&Dに対する助言、評価

Ｂ．省エネセンターのキャパシティ・ディベロップメント 先進的省エネ技術の情報提供
組織運営能力向上
エネルギー管理者研修能力向上

カリキュラム・テキスト類の作成 Ｇ．民間による省エネビジネス（ESCO）促進
座学講師、実習インストラクターの育成 ESCO導入基礎調査
実習設備・機材の供与 技術ガイドライン作成、導入マニュアル作成
工場・ビルへの営業・広報活動 金融機関・ESCO事業者の能力開発

工場・ビルへのエネルギー診断能力向上 ESCO優良事例集の編集・発行、セミナー等の普及啓発活動
エネルギー診断用測定機器類の供与 ESCO協会設立、ESCO事業者設立・認証支援
データ収集・分析技術移転 事業開拓のためのパイロットプロジェクト実施
省エネポテンシャル発掘技術移転 優遇税制、低利融資、ローンギャランティー、補助金の提案
実地測定技術移転
エネルギー診断レポート作成技術移転
省エネ提案のためのグッドプラクティス提供 Ｈ．電力分野（発・送・配電、電力消費）省エネの推進

省エネ啓発普及能力向上 発電所の効率改善プログラムの実施
政策策定のための調査、政策提言能力向上 電力のDemand Side Managementに関する技術移転

長期・短期電力需要想定と発電計画提案

Ｃ．省エネ政策担当行政官のトレーニング
本邦での政策研修 Ｉ.省エネモデル地域（首都・主要都市・工業地帯等）での省エネ推進

日本の省エネ法制度、政策、実施体制等の紹介
省エネ基礎技術（熱・電気）の紹介
優良工場・ビル訪問による省エネ優良事例の紹介 Ｊ．エネルギー多消費産業（製鉄、セメント等）での省エネ推進

政策アドバイザー派遣によるOJT

JICA省エネルギー分野
協力メニュー



[全般方針策定]

・エネルギー政策基本法の制定

・省エネルギー法の制定、及び改正による強化 [原単位各国比較表（TPES/GDP）]

・地球温暖化対策推進要綱の制定 * 日本のエネルギー原単位は世界一

[産業部門への施策]

・省エネルギー法に基づくエネルギー管理者制度（エネルギー管理士資格、エネルギー管理人材への研修等含む）

・経団連環境自主行動計画とそのフォローアップ

・省エネルギーに資する技術・設備の導入、普及のための助成制度（低利融資・税制優遇・補助金制度）

・産業部門ESCOに対する助成制度（低利融資・税制優遇・補助金制度）

・省エネルギー広報・啓蒙普及活動（省エネルギーセンターを通じた情報提供、技術支援、省エネルギー手帳など各種出版物の発行など）

[民生部門への施策]

・トップランナー方式による機器の効率改善

・省エネルギー法に基づく住宅・建築物の省エネルギー性能の向上

・省エネルギーに資する技術・設備の導入、普及のための助成制度（低利融資・税制優遇・補助金制度）

・民生部門ESCOに対する助成制度（低利融資・税制優遇・補助金制度）

・国民のライフスタイルの抜本的変革（省エネルギーラベリング制度、スマートライフ促進、省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議の決定に基づく広報

・省エネルギー広報・啓蒙普及活動（省エネルギー性能カタログ、国際エネルギースタープログラムなど）

[運輸部門への施策]

・省エネルギー法を基礎としたトップランナー方式による自動車燃費の改善強化

・車のアイドリングストップによる省エネルギー

・クリーンエネルギー自動車の普及促進

・個別輸送機器のエネルギー消費改善

・政府による技術開発

・物流効率化、交通対策

・テレワークの促進

[日本のエネルギー原単位の推移]

* 日本は1973-92年の20年間で国全体のエネルギー原単位約３割削減に成功

日本国内の省エネルギー政策
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项目名称 合作形式 合作期间

泰国/节能项目开发计划调查 开发调查 1982　 -1984
中华人民共和国/工业节能计划调查 开发调查 1985.10-1986.9
阿根廷共和国/工厂节能计划调查 开发调查 1987.12-1989.1
匈牙利共和国/节能计划调查 开发调查 1991.7 -1992.8
保加利亚/节能计划 开发调查 1992.2 -1994.1
中华人民共和国/大连中国节能教育中心 技术合作项目 1992.7 -1997.7
阿根廷共和国/工业领域节能 技术合作项目 1995.7 -2000.6
伊朗・伊斯兰共和国/节能最合理使用计划 开发调查 1995.9 -1997.9
保加利亚共和国/节能中心 技术合作项目 1995.11-2000.10
土耳其共和国/能源利用合理化计划调查 开发调查 1995.11-1997.2
波兰共和国/节能计划重点规划调查 开发调查 1997.3 -1999.1
马来西亚/节能促进计划调査 开发调查 1998.1 -1999.2
土耳其共和国/节能 技术合作项目 2000.8 -2005.7
泰国/能源管理人员训练中心 技术合作项目 2002.4 -2005.4
中华人民共和国/钢铁行业环境保护技术提高 技术合作项目 2002.9 -2007.8
伊朗・伊斯兰共和国/节能推进 技术合作项目 2003.3 -2007.2
波兰共和国/波兰日本节能技术中心 技术合作项目 2004.7 -2008.6
斯里兰卡民主社会主义共和国/节能 技术合作项目 立项中

印度尼西亚共和国/节能调查 开发调查 立项中

沙特阿拉伯/节能调查 开发调查 立项中

培训人员的接纳：

其他：

阿根廷、阿尔巴尼亚、伊朗、印度、印度尼西亚、乌克兰、乌拉圭、埃斯托尼亚、埃塞俄比亚、埃及、阿曼、韩国、柬埔寨、危地马拉、肯尼亚、哥伦比亚、象牙
海岸、克罗地亚、古巴、沙特阿拉伯、斯洛伐克、塞尔维亚、叙利亚、斯里兰卡、泰国、坦桑尼亚、捷克、中国、突尼斯、智利、土耳其、多美尼加共和国、巴
林、孟加拉国、匈牙利、瓦努阿图、巴基斯坦、巴拉圭、巴勒斯坦、巴西、保加利亚、斐济、菲律宾、越南、委内瑞拉、秘鲁、洪都拉斯、波兰、马来西亚、南
非、墨西哥、摩尔多瓦、蒙古、摩洛哥、南斯拉夫、约旦、拉脱维亚、立陶宛、罗马尼亚

个别专家派遣（泰国等）、中高级培训人员接纳（沙特阿拉伯等）、第三国培训（土耳其→阿尔巴尼亚、阿塞拜疆、波斯尼亚、保加利亚、克鲁吉亚、匈牙利、伊
朗、哈萨克斯坦、波兰、吉尔吉斯坦、马其顿、巴基斯坦、罗马尼亚、斯洛文尼亚、叙利亚、塔吉克斯坦、土库曼斯坦、乌兹别克斯坦）、第三国专家派遣（阿根
廷→乌拉圭）、高级海外志愿者派遣（土耳其）等

JICA节能领域
合作事列

伊朗节能推进项目

中国钢铁行业环境保护技术提高项目

波兰・日本节能技术中心项目



Ａ．节能相关法制法规完善方面的协助 Ｄ．促进・牵头推进面向能源最终消费者的节能启发普及活动、对话
总体节能重点计划的建议 节能数据库的完善
节能法规体制、政令、实施细则草案的建议 宣传资料（网页、说明书等）的编制
能源平衡、未来需求预测的实施 举办讲座、研讨会、展示会、座谈会、研究会、论坛、宣传活动
能源管理人员制度的设计、人才培养计划的设计 对节能先进事例表彰制度的建议、选拔先进的実施
采用TOP RUNNER等方式制定电器产品，建筑等的节能基准 一般民众节能型生活的设计、宣传
节能标志制度的制度设计、可行性调查
节能中心的制度设计
节能财政规划（低息融资、税制优惠、补助金等）的建议 Ｅ．工厂・楼宇能源管理人员、能源诊断技术人员的培训
建筑物能源管理系统(BEMS)的介绍 在日能源管理、能源诊断技术培训的实施
热能管理系统HEMS的介绍 有关该国或第三国节能中心有效利用相关培训的实施
先进节能技术相关信息的提供
节能数据库的系统架构、数据收集・整理

Ｆ．节能相关R&D（研究开发）的支援
对该国研究机构进行中的节能相关R&D的建议、评价

Ｂ．节能中心的容量・发展 提供先进的节能技术信息
组织运作能力的提高
能源管理人员培训能力的提高

课程・教材的编制 Ｇ．促进民间节能商务（ESCO）
课堂讲师、实习指导员的培训 ESCO引进基础调查
实习设备・器材的提供 技术方针、引进指导规程的编制
面向工厂・楼宇的营业・宣传活动 金融机关・ESCO从业者的能力开发

对工厂・楼宇能源诊断能力的提高 ESCO先进事例集的编集・发行、开办讲座等的普及启发活动
能源诊断用测定器材类的提供 设立ESCO协会、支持成立・认证ESCO从业者
数据收集・分析技术的转移 为开拓事业的领航性项目的实施
节能潜力发掘技术的转移 优惠税制、低息融资、低额保证、补助金的建议
现场测定技术的转移
能源诊断报告编制技术的转移
为提出节能建议提供良好实践 Ｈ．电力行业（发・送・配电、电力消费）节能推进

节能启发普及能力的提高 发电厂效率改善规划的实施
为制定政策的调查、政策建议能力的提高 电力需求管理相关技术转移

提出长期・短期电力需求预测和发电计划建议

Ｃ．节能政策负责行政官员的培训
在日政策培训 Ｉ.节能典型地区（首都・主要都市・工业区等）的节能推广

日本节能法制度、政策、实施体制等的介绍
节能基础技术（热・电）的介绍
访问节能先进工厂・楼宇，听取节能先进事例介绍 Ｊ．能源高消费产业（钢铁、水泥等）的节能推进

派遣政策顾问，进行在职培训

JICA节能领域
合作菜单



[总体方針制定]

・能源政策基本法规的制定

・由制定、修改节能法规強化节能 [各国能源对GDP的消耗率比较表（TPES/GDP）]

・推进地球温暖化对策纲要的制定 * 日本的能源对GDP消耗率是世界最低

[针对产业部门的举措]

・依据节能法的能源管理者制度（包括能源管理士资格、能源管理人才培训）

・经团连环境自主行动计划及其实施

・为了引进、普及节能所需技术・设备的补助制度（低息融资・税制优惠・补助金制度）

・产业部门ESCO的补助制度（低息融资・税制优惠・补助金制度）

・节能宣传・启蒙普及活动（通过节能中心的信息提供、技术支持、发行节能手册等的各类出版物）

[针对民政部门的举措]

・采用TOP RUNNER方式改善机器效率

・依据节能法的住宅・建筑物节能性能的提高

・为了引进、普及节能所需技术・设备的补助制度（低息融资・税制优惠・补助金制度）

・对于民政部门ESCO的补助制度（低息融资・税制优惠・补助金制度）

・国民生活习惯的根本性改革（节能标志制度、聪慧生活的促进、依据节能・节省资源对策推进会议省庁联络会议的决定的广报

・节能宣传・启蒙普及活动（节能性能说明书、国际能源明星项目等）

[针对运输部门的举措]

・以节能法为基础的TOP RUNNER方式对汽车燃料费用的改善强化

・利用汽车停车时停止引擎的方法节能

・清洁能源汽车的普及促进

・个别运输设备的能源改善

・政府的技术开发

・物流效率化、交通对策

・促进远程办公

[日本能源对GDP的消耗率统计图示]

* 日本在1973-92年的20年中成功地将能源对GDP的消耗率降低3成

日本国内的节能政策
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地方（ex.北京市）

*同一組織、2枚看板。北京市のみ別組織

*唯一の全国レベル省エネ組織

**同一組織、4枚看板

：300の省エネセンター

　　事業単位

中央

事業単位政府機関 政府機関

国家発展
改革委員会

国家質量監督
検験検疫総局

（AQSIQ）

環境和資源
総合利用司

産業政
策司

節能環保服務中心（全国4市32省に
1つずつある。さらにその下の市、地
区、県レベルに設置されていること
もある。合計で全国に150～200ヶ所
(173ヶ所?)。発改委系2/3とAQSIQ
系1/3。大連省エネセンター含む）

節能監測中心

産業発展処

環境和資源
総合利用処

石炭省エネセンター

電気省エネ
センター

全国節能監測管理中心

中国節能服務協会

中国節能協会

質量技術
監督局

節能監測駅
（全国に100ヶ所くらい？）

能源研究所能源司

科学技術部

商務部

国務院 発展改革
委員会

北京
市

政府

PMO/EMCA

全国節能計量測定技術
服務中心

業務関係

中国計量科学研究院
生物・能源・環境計量科学

和測量技術研究所

建設部

行政関係

Administrator
３．中国省エネ関係組織相関図
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別添７．議事録集 

 

 

■ 国家発展改革委員会環境・資源総合利用司（６月６日 13：30-14：30）[中国側：謝极助理巡視員

（国家発展改革委員会環境・資源総合利用司）、梁林沖（国家発展改革委員会外事司）、唐春潮高

級工程師（中国電磁兼容認証中心）／日本側：芦野、青柳、中国事務所渡辺次長、中国事務所大

久保、季（通訳）] 

 

（１）人材育成協力の経済産業省と JICA の関係 

謝：５月 29 日付協力合意事項、省エネ分野における人材育成協力について（※）、経済産業省

の人材育成協力と JICA との関係はどのような関係となるのか? 

（※）経済産業省：（省エネルギー法制度の整備やその実効性の確保のため、中央政府及び地方政

府の職員、法執行に当たる機関の職員等で、将来中心的な立場の中国省エネ制度の構築・運営に

携わる人材の育成を支援するため、日本側で新たに受け入れ研修等を実施する）。JICA：JICA 等

の機関と協力し、具体的な協力を実施する予定 

芦野：経済産業省は研修を実施、プロジェクトについては JICA が今回の調査団で第一段階とし

て中国側と協議しながら進める。日本側は経済産業省、JICA 他の関係機関と効率的に協力を実施

するために連携を図りながら実施することとなっている。 

 

（２）訪日研修 

謝：訪日研修を主とし、直接企業の現場を訪問できる研修を希望している 

 

（３）現地セミナー（於北京） 

謝：省エネルギー法の改正案を本年末までに全人代に提出をする必要がある。このため日本の

省エネルギー法改正についての情報を今年半年間で知りたい。日本がどのように省エネルギー法

の改正を制定したかについて最も興味を持っている。 

日中省エネフォーラムで大臣、長官と話をし、政策の制定に携わる人の話を聞いて興味を持っ

た。 

従って、今年半年間で省エネルギー法改正・制定のために必要な情報を提供できるようなセミ

ナーを至急検討するようお願いしたい。セミナーは２日間程度、座学ではなく、円卓（各分野毎

に分かれる討論方式）、ある程度人数が集まる規模のセミナーを想定。参加対象者は省エネルギー

法改正・制定に携わる優れたキーパーソンを想定。 

また、省エネ分野は幅が広いため例えば省エネルギーセンターから数人が来てセミナーをする

だけでは省エネルギー法改正・制定の解決とならない。前回の日中省エネフォーラムにおいて、

質問をしたが短時間だったたに確実に答えをいただけなかった。日本からの発表者は確実、正確

に答えができる人材を希望。 

研修のテーマ、深度については国家発展改革委員会環境総合利用司で考え方をまとめる。 

また、セミナーの JICA 負担可能について JICA 側の負担事項を明確にして欲しい（例：発表者

派遣費、会場借り上げ費、参加者の日当・宿泊費他） 
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■ 科学技術部中日技術合作事務中心[李勇生項目弁公室主任] 

（１）省エネ協力の重要性 

・省エネは中国の重点政策課題。この分野について日本側でプロジェクトを検討していることに

ついて感謝する。 

・科学技術部としては省エネプロジェクト形成を支持する。その旨、国家発展改革委員会に伝え

てもらっても構わない。国家発展改革委員会から科学技術部へ要請が回ってくれば特に問題な

く日本側へ要請できるだろう。 

 

（２）要請書の手続き 

・８月１日までに日本側へ全ての要望を送ることになっている。要望は大臣のサインも必要であ

る。国家発展改革委員会から要請を出させるのであれば、科学技術部の手続きに遅れないよう

にして欲しい。おおむね６月下旬までに国家発展改革委員会から科学技術部へ要請書の提出が

あれば、今年度要望として扱うことができる。 

・今回のミッションと発展改革委員会との協議結果について、科学技術部にも伝えて欲しい。 

 

 

■ EMCA／PMO（中国節能協会節能服務産業委員会／世界銀行 GEF 中国節能推進項目子項目執行既

全部机构）[諶榭忠常務副主任、超明秘書長] 

（１）中国における省エネルギーセンターと ESCO の役割分担 

・大きく言えば、省エネルギーセンターは監測、ESCO は診断という役割分担になっている。監

測とは規制を守っているかどうかモニタリングすることが趣旨であり、計測、確認を行うだけ

である。省エネの提案を主眼とした ESCO とは性質が異なる。一方、省エネルギーセンターの

中で ESCO に近い業務を行うところもあり、北京、雲南、侠西、江蘇の省エネルギーセンター

は EMCA の会員である。 

・省エネルギーセンターと EMCA の関係は緊密ではない。工場が省エネルギーセンターによる監

測を受けた後、指摘事項に対して省エネ努力を行う際、EMC を活用するという連携がベストだ

が、現状は必ずしもそうなっていない。 

・省エネルギーセンターは中国が計画経済のときに作られたもの。今や位置づけや役割が不明確

なものも多い。監測、診断等省エネに関する技術力はセンター毎にバラバラである。 

・国家発展改革委員会は省エネルギーセンター機能の建て直しを進めている。各地の省エネルギ

ーセンターに対し、①人員配置とそのための予算、②省エネルギーセンターキャパビル用予算

を新たに年間 300 万元程度確保し、毎年順番に割り当てている。 

 

（２）EMCA について 

・EMCA は設立してまだ３年程度である。設立当初３社しか EMC の登録がなかったが、現在は

174 社まで増えている。事業体としては政府機関ではなく独立採算の民間団体である。 

・第 11 次５カ年計画で 20％の省エネ達成するために、今年は４％が中国全体の達成目標となっ

ている。EMCA はこうした政府の省エネ政策に資する活動をしている。 

・EMCA はシンセン州などで省エネ技術者に対する研修コースを実施している。2001 年までは外

国人講師、それ以降は EMC の中国人技術者が講師を努めている。 



 

－51－ 

・EMCA は中国の省エネニーズの高まりに応じて将来性のある期間であり、様々な事業拡大を計

画している。新規事業に対して JICA から協力得られれば大変ありがたい。EMCA をカウンタ

ーパート機関とした時のメリットとしては、①全国の業界ネットワークがあること、②今後伸

びていく組織で自立発展性があること（各地の省エネルギーセンターは一過性で継続性がない）、

③ローカルコストの負担に問題がないこと、④全業界のニーズを把握していることなどが挙げ

られる。 

 

 

■ 中国節能協会／中国節能服務協会／全国節能計量測定技術服務中心／全国節能監測管理中心[栄

忠奎高級工程師、滕俊恒所長、芸項目受責人] 

（１）中国節能協会について 

・中国節能協会、中国節能服務協会、全国節能計量測定技術服務中心、全国節能監測管理中心と

いう４つの看板があるが、実体は１つの組織である。組織名が複数あるのは中国では珍しいこ

とではない。 

・中国で唯一全国レベルの省エネを担当する組織である。国家質量監督検験検疫総局の中国計量

科学研究院生物・能源・環境計量科学和測量技術研究所の傘下という位置づけの事業体。工場・

ビルなど会員企業からの会費による独立採算組織。スタッフは 10 数名程度いる。 

・主な役割は、①政府（国家発展改革委員会、科学技術部、商務部等）の省エネ政策への協力、

②民間企業の省エネへの協力、③国際協力（GEF、米国省エネ協会等）である。 

・最近の省エネ政策の強化によって、中国節能協会も強化の方向にある。 

 

（２）JICA に対する協力ニーズ 

・中国節能協会としては工場・ビルの内部でエネルギー管理や省エネルギー対策を担当する「エ

ネルギー管理士」と工場・ビル等に対し省エネルギー診断等のコンサルティングサービスを行

う「エネルギー診断士」の資格制度（試験・資格付与システム）を作りたい。その分野で日本

のエネルギー管理者資格制度を元に試験問題の作成、テキスト作成などを行う協力を JICA に

してもらえたら有難い。試験受験料、登録費等で独立採算事業になりうると思う。 

・中国には省エネ専門家に対する公的な資格がないため、自分で名乗れば省エネ専門家になれて

しまう。そのため、省エネに関する技術者のレベルが低い状況がある。中国省エネルギー法の

中でエネルギー管理者の設置を工場・ビルに義務付けてはいるが、実態は公的に証明するもの

はなく、対象工場・ビルの責任者が誰かを適当に任命しているだけである。 

 

 

■ 北京市節能環保服務中心[刘前光副主任] 

（１）北京市節能服務環境保服務中心について 

・北京市における省エネの推進を担っており、具体的には法案の起草、監測実施と罰則適用、北

京市政府のビルの省エネ、新規ビル建設の省エネ、製品の認証、省エネ技術者向け研修事業、

政府と共同で大型展示会、雑誌「節能及び環保」の発行等の業務を行っている。 

・これまで日本、ドイツ、アメリカ、カナダなどと協力してプロジェクトを実施した経験がある。

日本が最も付き合いが深い。2001 年ごろ、貿易経済委員会（現在の国家発展改革委員会）が主
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導でセメント工場診断を行った。その際、日本からの専門家派遣による支援を受けた。 

・省エネについては日本が世界のリーディングカントリーと思っている。中国は日本を見習うべ

きである。 

・中国各地の省エネルギーセンターは 1980 年ごろから行政単位（省、市、県、地区等）毎に設立

が開始され、現在は約 200 ヶ所ある。設立が開始されてから 20 年以上経過しており、発展段階

は各センターによってばらつきがある。北京市省エネルギーセンター（北京市節能環保服務中

心のこと）は発展段階で言えば上のほうである。 

 

（２）北京市省エネ６大事業 

・北京市は国家の 20％という省エネ目標を達成するため、独自に省エネ目標を設定しており、具

体的な対策として６大事業を展開している。 

・①政府ビルへのエネルギー診断：北京市の政府ビルは強制的にエネルギー診断を受ける義務が

あり、当センターが診断実施の役割を担っている。54 箇所の政府ビル中、すでに 10 箇所に診

断活動を行った。来年以降に残りの 44 箇所を終わらせていく。予算は診断を受ける各政府ビル

が対価として拠出。 

・②大型公共施設（ホテル等）の診断：①と仕組みはほぼ同じ。2008 年北京オリンピックまでに

完了することになっている。 

・③重点産業（エネルギー多消費かつ省エネ率低い石炭、電力、建築など）への監測と診断：監

測と初歩的な診断を行う。監測は自前でやるが、診断は ESCO（Energy Doctor）に委託する。

当センターでも自前で５－６名の技術者と監測機器を持っている。工場側としては省エネ向上

のために自前で ESCO を雇っても良いが、当センターにお願いすれば監測＋診断なので監測に

合格しやすいというメリットがある。国家の第 11 号計画で 20％の省エネ達成が掲げられてい

る関係で、北京市にも数値目標があり、各企業も監測を受け、強制的に省エネを行わなければ

ならない仕組みになっている。 

・④エコロジー照明の普及：これまで「緑の照明事業」として 100 万本の証明を CFL にした。資

金は、政府、電球メーカー、ユーザーが１／３ずつ負担する仕組み。 

・⑤省エネ新技術の普及 

・⑥再生可能エネルギー利用普及 

 

（３）JICA に対する協力ニーズ 

・北京市省エネ６大事業はそれぞれ技術者のレベル向上が急務。各事業の具体的な実施に際して

JICA に支援をもらえたら有難い。 

 

（４）その他 

・中国では工場に専任のエネルギー管理者がいない。この点は省エネ推進の重大な足枷になって

いる。 

・省エネに関しては、全般的に国家の政策は対応が遅い。目標は掲げているが実行が追いついて

いない。省エネ製品開発しても補助金がないので普及しない。今後は政府予算をつけるとの方

針だが、可及的速やかに実施する必要がある。 
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■ 国家質量監督検験検疫総局（AQSIQ）[宣湘計量司司長他] 

（１）AQSIQ の役割 

AQSIQ の主な業務内容は、標準策定、認証、計量の３種類に分かれる。省エネに関連する業務の概

要は以下の通り。 

ア．標準策定 

・国家クラスの省エネ水準の策定 

・運輸交通、建物に関する標準化 

・資源総合利用計画（2005 年～2007 年）、省エネ、省資源、リサイクル、クリーナープロダクション

等８分野で実施 

・エタノールの燃料化基準作成 

・省エネに関する知識の普及 

イ．認証 

・省エネ社会構築のための長期計画の策定 

・中国認証標準センターを通じた認証範囲の拡大 

・再生可能エネルギーに関する認証 

・エネルギー効率の管理条例作成 

ウ．計量 

・省エネに関する計量標準（診断基準、監測基準、ISO10001 等）の策定 

・重点企業 1,008 社に対する省エネ施策の実施、監督（エネルギー弁公室、国家発展改革委員会、統

計局国家資産管理委員会、AQSIQ による共同作業） 

 

（２）JICA への協力ニーズ 

・省エネ専門家に付与する資格制度の設立を行っていく方針がある。日本の事例を元に JICA に

協力を得られればありがたい。 

・AQSIQ は省エネ政策強化に伴って様々な基準の整備、個別省エネ施策を行っていく。この過程

で日本の省エネ専門家の支援を受けられればありがたい。 

 

■ 在中日本大使館[小林浩史一等書記官] 

（１）国家発展改革委員会との協議の際の留意点 

・謝助理巡視員は国家発展改革委員会環境総合利用司の副司長クラスだが、ラインではない。必

ずしも組織を代表しているわけではないので注意が必要。日本側に対し要求事項が多い。 

・プロジェクトを実施するとすれば地方が重要。中央を関係させると捻じ曲がる可能性もあるの

で、できるだけ地方と組んでやれる体制の構築が重要。 

・日本からの協力としてはソフト支援を強調すべき。ソフト支援に必要な機材は与えるというス

タンスが良い。あまり機材供与にこだわらないよう話を進めることが重要である。国家発展改

革委員会ほどの組織であれば機材は自分で買える。 

・謝助理巡視員は大連省エネプロジェクトのことも知っているはずである。 

 

 

以上 
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